
記入日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

51 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

法定受託事務 市の実施が義務付けられているもの（上乗せなし）

課内庶務等 休止したもの 廃止したもの

款 3 項 2 目 1 10

3 年度 不詳 230 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円
特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート ４課題を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）※廃止したものを除く

(１)仕事の方向性、今後の取組　※廃止したものを除く

(２)上記の取組にあたり、克服すべき問題点、必要な調整・準備等　※廃止したものを除く

　令和５年 ４月 １日

手当・助成係

子育て支援課 新海　隆弘

１　子どもたちの笑顔があふれるまちづくり 第五次基本計画

「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（B：裁量無・その他）

１
　
基
本
情
報

担当部署

子ども未来部

施策1

会　計 一般会計

基本施策

施     策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

子育て世帯への臨時特別給付金事業費

〔子育て世帯への臨時特別給付金事業〕

複数施策

展開方向

安心して子どもを生み育てることができる環境づくり 重要施策

子どもたちの成長と発達を支援する環境づくり まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

支援や配慮を必要とする子どもたちを支える環境づくり 実施計画

子育て支援

事業番号

令和 行政報告書 新規・継続

東大和市子育て世帯への臨時特別給付金支給事業実施要綱　

２
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

新型コロナウイルス感染症の影響等を踏まえ、子育て世帯に対して、臨時特別的な給付措置として実施す
る給付金事業

・平成15年4月2日～令和3年8月31日生まれの児童に係る令和3年9月分の児童手当（本
則給付）の受給者
・令和3年9月1日～令和4年3月31日生まれの児童に係る児童手当（本則給付）の受給者
・高校生を養育している者であって、児童手当の本則給付受給者相当である者並びにそれ
に準ずる者
・上記の支給対象者の配偶者であった者のうち、離婚等をした者等で、令和4年3月分児童
手当の受給者になった者又は令和4年2月28日時点において高校生等を養育している者
（児童手当本則給付相当の所得の者に限る）

児童手当の対象となっている子どもの数
（高校卒業までの児童またはそれに準ずる者（R3/4/1時点で０
歳～18歳未満）の人口）

①一般支給対象者の抽出
②支給の申込
③公務員支給対象者の申請受付
④審査
⑤支給決定・通知書送付
⑥支払処理

児童手当（本則給付）の受給者またはそれに準ずる受給者に対
し、その対象児童一人あたり10万円を支給した。

事業概要

1,210,607,235 4,947,583

財
源

235 803

1,210,607,000 4,946,780

　
人
件
費
（

目
安
）

1.0 0.2

8,250,000 1,632,000

0 1,218,857,235 6,579,583

５
今
後
の
方
向
性

令和４年度で終了する事業

なし

４
　
課
　
題

なし

なし

令和４年度で終了する事業のため、課題はない。

３
 
経
　
費

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費（実績） 0



記入日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

51 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

法定受託事務 市の実施が義務付けられているもの（上乗せなし）

課内庶務等 休止したもの 廃止したもの

款 3 項 2 目 1 3

24 年度 不詳 225 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円
特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート ４課題を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）※廃止したものを除く

(１)仕事の方向性、今後の取組　※廃止したものを除く

(２)上記の取組にあたり、克服すべき問題点、必要な調整・準備等　※廃止したものを除く

1,274,010,898 1,237,592,964 1,175,800,844

５
今
後
の
方
向
性

マイナンバーによる情報連携やぴったりサービスの活用により、市民の方の利便性の向上及び窓口業務の合理化を進め
る。

ぴったりサービスの認知度が低いため、電子申請の件数が少ない。ホームページ等での広報を行う。
将来的には、ぴったりサービスから直接システムへの取り込みが可能となるよう、調整する。

４
　
課
　
題

令和４年度より現況届の届出義務が廃止されたことから、多くの受給者について現況届の提出が不要となる。それに伴
い、現況審査のスケジュールが大幅に変更になることから、事務フロー等の見直しを進める必要がある。

児童手当法の改正に伴い、現況届を原則廃止し、対象者へ通知を送付するとともに、HPや市報での周知を行った。ま
た、情報連携の活用により、現況事務をDX化した。事務処理マニュアルを作成した。

現況処理の最適化に続き、新規申請や住所変更の届出等電子申請の活用による窓口業務の最適化。
電子申請が可能となっているが、利用者数が少なく、システムへの取り込みもできないため、活用に至っていない。

３
 
経
　
費

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費（実績） 1,257,250,898

　
人
件
費
（

目
安
）

2 2 1.5

16,760,000 16,760,000 12,240,000

1,220,832,964 1,163,560,844

財
源

194,166,902 180,453,632 180,116,512

1,063,083,996 1,040,379,332 983,444,332

２
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

東大和市内に住所を有し、中学校３年生までの児童（15歳に達した日以後の最初の3月31日までの児
童）を養育している方で、所得等の要件を満たす方を対象に児童手当を支給する。

中学校修了前までの児童を養育する保護者
※所得制限等の受給要件あり

子育て家庭の経済的な負担を軽減する。

・各種申請受付（随時）
・支給決定及び通知（随時）
・定例払（年３回）
・随時払（随時）

子育て家庭の経済的な負担を軽減された。

事業概要

事業番号

平成 行政報告書 新規・継続

児童手当法、児童手当法施行令、児童手当法施行規則、
東大和市児童手当等事務取扱細則

複数施策

展開方向

安心して子どもを生み育てることができる環境づくり 重要施策

子どもたちの成長と発達を支援する環境づくり まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

支援や配慮を必要とする子どもたちを支える環境づくり 実施計画

子育て支援

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

児童手当支給事業費

〔児童手当支給事業〕

　令和５年 ４月 １日

手当・助成係

子育て支援課 新海　隆弘

１　子どもたちの笑顔があふれるまちづくり 第五次基本計画

「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（B：裁量無・その他）

１
　
基
本
情
報

担当部署

子ども未来部

施策1

会　計 一般会計

基本施策

施     策

事業種別



記入日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

51 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

法定受託事務 市の実施が義務付けられているもの（上乗せなし）

課内庶務等 休止したもの 廃止したもの

款 3 項 2 目 1 4

14 年度 不詳 226 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円
特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート ４課題を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）※廃止したものを除く

(１)仕事の方向性、今後の取組　※廃止したものを除く

(２)上記の取組にあたり、克服すべき問題点、必要な調整・準備等　※廃止したものを除く

手当・助成係

子育て支援課 新海　隆弘

１　子どもたちの笑顔があふれるまちづくり 第五次基本計画

「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（B：裁量無・その他）

１
　
基
本
情
報

担当部署

子ども未来部

施策1

会　計 一般会計

基本施策

施     策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

児童扶養手当支給事業費

〔児童扶養手当支給事業〕

複数施策

展開方向

安心して子どもを生み育てることができる環境づくり 重要施策

子どもたちの成長と発達を支援する環境づくり まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

支援や配慮を必要とする子どもたちを支える環境づくり 実施計画

子育て支援

事業番号

平成 行政報告書 新規・継続

児童扶養手当法

２
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

ひとり親家庭またはそれに準ずる家庭で、18歳に達した日の属する年度の末日まで（障害のある場合は
20歳未満）の児童を養育し、一定の所得制限未満である方に対し、生活の安定と向上及び自立を目的とし
て手当を支給する。

18歳未満（児童に政令に定める程度の障害がある場合は２
０歳未満）の児童を養育するひとり親家庭等の保護者

ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進を通じて児童の
福祉の増進を図る。

・申請受付　　　・決定、通知書送付　　　　　・支払処理　等
・所得調査　　　・更新処理
・審査　　　　　・変更・消滅処理

ひとり親家庭等の生活の安定と自立の促進を通じて児童の
福祉の増進が図られた。

事業概要

財
源

219,161,096 213,735,451 202,374,994

109,242,603 106,660,866 100,872,416

0 0 0

328,403,699

　
人
件
費
（

目
安
）

1 1 1

0 0 0

8,380,000 8,250,000 8,160,000

0 0 0

320,396,317 303,247,410

令和５年　４月１日

336,783,699 328,646,317 311,407,410

５
今
後
の
方
向
性

法令改正等が頻繁にあるため、適時適切に対応する。

国及び都から発出される通知等に適時適切に対応する。

４
　
課
　
題

法令改正等が頻繁にある。

法令改正等に適時適切に対応した。

法令改正等が頻繁にあるため、適時適切な対応が求められる。

３
 

経
　
費

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費（実績）



記入日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

51 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 3 項 2 目 1 5

47 年度 不詳 227 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

円

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

令和５年　４月　１日

１
　
基
本
情
報

・申請受付　　　・決定、通知書送付　　　　　・支払処理　等
・所得調査　　　・更新処理
・審査　　　　　・変更・消滅処理

受給者に対して適切に支給を行った。

ひとり親家庭またはそれに準ずる家庭で、18歳に達した日の属する年度の末日まで（障害のある場合は
20歳未満）の児童を養育し、一定の所得制限未満である方に対し、児童の福祉の増進を図ることを目的と
して支給する。

0.5

令和３年度

効果指標
効果実績値 229,417,500 225,767,000

目標値設定の考え方 手当支給事業のため目標値の設定にはなじまない

令和４年度

年度目標値

第五次基本計画

担当部署

行政報告書昭和

展開方向

一般会計

新海　隆弘

児童育成手当支給事業費

〔児童育成手当支給事業〕

427,028

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

229,635,794 214,500,028

214,235,000

事業概要

子育て支援

会　計

支援や配慮を必要とする子どもたちを支える環境づくり

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

225,767,000３
　
経
　
費

229,417,500

226,024,130

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

東大和市児童育成手当条例
東大和市児童育成手当条例施行規則

・１８歳未満の児童を養育するひとり親家庭等の保護者
（育成手当）
・一定の障害を有する２０未満の児童を養育する保護者
（障害手当）

児童の福祉の増進

施策1

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

257,130

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

4,080,000

子ども未来部

子育て支援課

１　子どもたちの笑顔があふれるまちづくり

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン子どもたちの成長と発達を支援する環境づくり

安心して子どもを生み育てることができる環境づくり

218,294

8,380,000

手当・助成係

234,274,130

特になし

214,073,000

238,015,794

1 1

実施計画

事業番号

218,580,028

8,250,000



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

特になし

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上

事務フローの見直し。
法令改正等に、適時適切に対応する。

不可能

説明：事務フローの見直しをしたことにより、人件費を削減できた。

説明：都内全市区町村で実施している事業であるため。

特になし。

・事務フローの見直し。
・随時払いの実施。

新型コロナウイルス感染症に係る社会情勢等を踏まえ、事務フローの再検討が必要である。

説明：新型コロナウイルス感染症に係る社会情勢等を踏まえ、事務フローの再検討が必
要である。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：受給者数の減少に伴い、総支払実績額は減少傾向にある。定例払以外における支払いの実施や、現
況届を郵送で行うことにより、受給者の利便性向上に資する。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

C

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※



記入日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

51 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 3 項 2 目 1 6

5 年度 不詳 227 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

円

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

令和５年　４月　１日

67,876,000

113,768,145

0.5 0.5

実施計画

事業番号

132,701,883

4,125,000

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

東大和市乳幼児医療費助成条例

乳幼児の保護者
乳幼児に係る医療費の一部を助成することにより、乳
幼児の保健の向上と健やかな育成を図る。

施策1

事業費（実績）

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

子ども未来部

子育て支援課

１　子どもたちの笑顔があふれるまちづくり

74,319,000３
　
経
　
費

148,287,969

病院での案内や、出生時の市民課の案内により、周知されている。

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

重要施策

１
　
基
本
情
報

①申請受付　　　　　　　　決定後
②所得調査　　　　　　　　　・現金給付、現物給付処理
③審査　　　　　　　　　　　・更新処理・医療証送付
④決定・医療証送付　　　　　・消滅処理

受給者に対して適切に給付を行った

乳幼児を養育している者に対し、乳幼児に係る医療費の一部を助成し、その保健の向上と健や
かな育成を図り、もって子育ての支援に資する。

令和３年度

効果指標

新海　隆弘

乳幼児医療費助成事業費

〔乳幼児医療費助成事業〕

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

効果実績値 109,065,556

第五次基本計画

60,078,000

144,162,969

77,423,184

0.5

53,271,145

419,000

139,321,005

目標値設定の考え方

新規・継続

複数施策

69,843,969

4,080,000

安心して子どもを生み育てることができる環境づくり

子どもたちの成長と発達を支援する環境づくり

令和２年度

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

手当・助成係

4
市
民
等
の
意
見

担当部署

行政報告書平成

展開方向

一般会計

令和４年度

113,349,145 128,621,883

127,920,889

事業概要

子育て支援

会　計

支援や配慮を必要とする子どもたちを支える環境づくり

令和２年度 令和３年度

医療費助成のため目標値の設定にはなじまない。

令和４年度

年度目標値

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※

事務の効率化、適正化のため適宜検討する。

不可能

説明：従前のとおり実施した。

説明：
総合計画に基づく安心して子どもを生み育てることができる環境づくりに逆行する。

より効率的かつ適正に事務の執行ができるよう、システムの運用や事務フロー等の見直しを進める。

より効率的かつ適正に事務の執行ができるよう、システムの運用や事務フロー等の見直しを進めた。

適正な窓口受付、事務の執行

説明：都制度に基く事業のため

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：年によって受給率、単価は異なるが、従前のとおり医療費助成を行った。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点



記入日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

51 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 3 項 2 目 1 7

19 年度 不詳 228 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

円

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

財
源

手当・助成係

4
市
民
等
の
意
見

担当部署

行政報告書平成

展開方向

一般会計

令和４年度

127,931,552 150,848,964

145,988,914

事業概要

子育て支援

会　計

支援や配慮を必要とする子どもたちを支える環境づくり

令和２年度 令和３年度

医療費助成のため目標値の設定はなじまない。

令和４年度

年度目標値

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

　
人
件
費
（

目
安
）

効果実績値 123,930,029

第五次基本計画

120,694,000

138,607,689

77,854,964

0.5

7,237,552

4,190,000

134,193,838

目標値設定の考え方

新規・継続

複数施策

21,825,689

4,080,000

安心して子どもを生み育てることができる環境づくり

子どもたちの成長と発達を支援する環境づくり

令和２年度

重要施策

１
　
基
本
情
報

①申請受付　　　　　　　　決定後
②所得調査　　　　　　　　・現金給付、現物給付処理
③審査　　　　　　　　　　・更新処理・医療証送付
④決定・医療証送付　　　　・消滅処理

受給者に対して適切に給付を行った。

義務教育就学期にある児童を養育している者に対し、児童に係る医療費の一部を助成すること
により、児童の保健の向上と健全な育成を図り、もって子育ての支援に資する

令和３年度

効果指標

新海　隆弘

義務教育就学児医療費助成事業費

〔義務教育就学児医療費助成事業〕

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

142,732,689

6歳までの乳幼児医療助成制度のように、所得制限の撤廃や一部自己負担額の減額等の要望がある。

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和５年　４月　１日

72,994,000

132,121,552

0.5 0.5

実施計画

事業番号

154,928,964

4,125,000

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

東大和市義務教育就学児医療費助成条例

児童（小・中学生）の保護者
児童に係る医療費の一部を助成することにより、児童の保
健の向上と健全な育成を図る。

施策1

事業費（実績）

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

子ども未来部

子育て支援課

１　子どもたちの笑顔があふれるまちづくり

116,782,000３
　
経
　
費



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

特になし

　A：効果指標・費用対効果が共に向上

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

所得制限・自己負担金の見直しの検討

不可能

説明：
従前のとおり実施した。

説明：
総合計画に基づく安心して子どもを生み育てることができる環境づくりに逆行する。

より効率的かつ適正に事務の執行ができるよう、システムの運用や事務フロー等の見直しを進める。

より効率的かつ適正に事務の執行ができるよう、システムの運用や事務フロー等の見直しを進めた。

適正な窓口受付、事務の執行

説明：都の制度に基く事業のため

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
年によって受給率・単価は異なるが、従前のとおり医療費助成を行った。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※



記入日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

51 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 3 項 2 目 1 12

4 年度 不詳 231 ページ 新規

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

人

％

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

令和５年　４月　１日

１
　
基
本
情
報

物価高騰の影響を受けている子育て世帯への一助となるこ
とができた

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、エネルギー・食料品価格等の物価高騰
の影響を受けている子育て世帯及び妊婦のいる世帯に対し、臨時的な支援として給付金の支給
を行う

1.4

令和３年度

効果指標
効果実績値

目標値設定の考え方 支給対象人数（見込み）の90％以上の支給を目指す

令和４年度

年度目標値 11,390

第五次基本計画

担当部署

行政報告書令和

展開方向

一般会計

新海　隆弘

子育て応援給付金事業費

〔子育て応援給付金事業〕

11,659,587

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

0 234,277,587

99.2

事業概要

子育て支援

会　計

支援や配慮を必要とする子どもたちを支える環境づくり

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

３
　
経
　
費

0

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

0

0

東大和市子育て応援給付金要綱

市内に住民票のある１５歳までの児童及び妊婦のいる世帯
市内の子育て世帯の生活の一助となるよう給付金を支給す
る

施策1

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

11,424,000

子ども未来部

子育て支援課

１　子どもたちの笑顔があふれるまちづくり

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン子どもたちの成長と発達を支援する環境づくり

安心して子どもを生み育てることができる環境づくり

手当・助成係

0

なし

222,618,000

0

実施計画

事業番号

0

245,701,587

児童又は妊婦一人当たり２万円の支給



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

なし

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上

なし

不可能

説明：
最小限の経費で多くの子育て世代に給付金を支給することができた。
令和４年度単独事業のため、比較はできない。

説明：
令和４年度の単年度事業である

令和４年度の単独事業

令和４年度単独事業のためなし

説明：
令和４年度単独事業のため。

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
令和４年度単独事業のため、比較ができない。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※



記入日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

51 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 3 項 2 目 5 5

2 年度 不詳 260 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

円

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

令和５年　４月　１日

25,922,000

39,247,555

0.6 0.6

実施計画

事業番号

41,866,158

4,950,000

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

東大和市ひとり親家庭等医療費助成条例

18歳に達した日以後の最初の３月３１日まで（規則で定める程度
の障害を有する場合は２０歳未満）の児童を養育するひとり親家庭
等の保護者とその児童
※生活保護受給者を除く

ひとり親家庭等に係る医療費の一部を助成することにより、ひとり親家庭等の保健の向上
と福祉の増進を図る

施策1

事業費（実績）

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

子ども未来部

子育て支援課

１　子どもたちの笑顔があふれるまちづくり

25,374,000３
　
経
　
費

40,987,149

年度更新時に、次年度において所得制限超過が予想される世帯には、事前に資格が喪失する旨を通知している。

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

重要施策

１
　
基
本
情
報

①申請受付　　　　　　　　決定後
②所得調査　　　　　　　　・現金給付、現物給付処理
③審査　　　　　　　　　　・更新処理・医療証送付
④決定・医療証送付　　　　・消滅処理

受給者に対して適切に給付を行った。

ひとり親家庭等に対し、医療費の一部を助成し、その保健の向上に寄与するとともに、ひとり
親家庭等の福祉の増進を図る

令和３年度

効果指標

新海　隆弘

ひとり親家庭等医療費助成事業費

〔ひとり親家庭等医療費助成事業〕

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

効果実績値 33,004,897

第五次基本計画

24,047,000

36,037,149

11,048,158

0.6

10,172,555

5,028,000

34,915,002

目標値設定の考え方

新規・継続

複数施策

10,663,149

4,896,000

安心して子どもを生み育てることができる環境づくり

子どもたちの成長と発達を支援する環境づくり

令和２年度

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

手当・助成係

4
市
民
等
の
意
見

担当部署

行政報告書平成

展開方向

一般会計

令和４年度

34,219,555 36,970,158

35,736,855

事業概要

子育て支援

会　計

支援や配慮を必要とする子どもたちを支える環境づくり

令和２年度 令和３年度

医療費助成のため目標値の設定はなじまない

令和４年度

年度目標値

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※

令和５年度開始の高校生医療費助成制度との調整

不可能

説明：
従前のとおり実施した。

説明：
総合計画に基づく安心して子どもを生み育てることができる環境づくりに逆行する。

特になし

特になし

適正な窓口受付・事務の執行

説明：
都制度に基く事業のため

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
年によって受給率、単価は異なるが、従前のとおり医療費助成を行った。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（　　　）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

特になし



記入日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

51 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

法定受託事務 市の実施が義務付けられているもの（上乗せなし）

課内庶務等 休止したもの 廃止したもの

款 3 項 2 目 1 2

年度 不詳 225 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円
特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート ４課題を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）※廃止したものを除く

(１)仕事の方向性、今後の取組　※廃止したものを除く

(２)上記の取組にあたり、克服すべき問題点、必要な調整・準備等　※廃止したものを除く

令和５年　４月　１日

7,838,855 10,201,257 11,704,888

５
今
後
の
方
向
性

引き続き、市民サービス向上のための事務執行が円滑に進むよう取り組んでいく

４
　
課
　
題

特になし

特になし

特になし

３
 

経
　
費

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費（実績） 7,007,855

　
人
件
費
（

目
安
）

0.1 0.1 0.1

831,000 838,000 816,000

9,363,257 10,888,888

財
源

7,007,855 9,363,257 10,888,888

0

0

２
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

子育て支援課における事業執行に係る庶務（会計年度任用職員経費、事務経費等）

子育て支援課における事業執行に係る庶務 事務執行が円滑に進む状態

会計年度職員の雇用
窓口受付発券機等の機器利用

会計年度職員を雇用し、効率的に事務を行った
窓口受付発券機等の利用により市民サービスの向上

事業概要

事業番号

行政報告書 新規・継続

複数施策

展開方向

安心して子どもを生み育てることができる環境づくり 重要施策

子どもたちの成長と発達を支援する環境づくり まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

支援や配慮を必要とする子どもたちを支える環境づくり 実施計画

子育て支援

「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（B：裁量無・その他）

１
　
基
本
情
報

担当部署

子ども未来部

施策1

会　計 一般会計

基本施策

施     策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

児童福祉管理事務費

〔児童福祉管理事務〕

子育て推進係

子育て支援課 新海　隆弘

１　子どもたちの笑顔があふれるまちづくり 第五次基本計画



記入日 　令和５年４月　６日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

51 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

市単独 補助対象 市の実施が義務付けられているもの（上乗せあり）

款 3 項 2 目 1 8

25 年度 不詳 229 ページ 継続

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 活動実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

単位

回

回

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円

特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

１
　
基
本
情
報

・会議の開催　５回
・委員の改選

会議での審議を踏まえ市長に答申を行った。

市長からの諮問に応じて東大和市子ども・子育て支援会議条例第２条に掲げる事項を調査審議
し、その結果を市長に答申する。

1.0

令和３年度

効果指標
効果実績値 4 5

目標値設定の考え方 １年間の会議開催回数

令和４年度

年度目標値 4 5 5

第五次基本計画

担当部署

行政報告書平成

展開方向

一般会計

新海　隆弘

子ども・子育て支援会議運営事業費

〔子ども・子育て支援会議運営事業〕

540,850

基本施策

施　　策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

令和２年度

重要施策

令和４年度

1,823,028 684,850

5

事業概要

子育て支援

会　計

支援や配慮を必要とする子どもたちを支える環境づくり

4
市
民
等
の
意
見

令和４年度中に寄せられた市民・議会等の意見、市民・サービス利用者等の実態やその意識について

令和２年度 令和３年度

0３
　
経
　
費

0

1,397,527

　「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（A：裁量有）

0

東大和市子ども・子育て支援会議条例

子ども・子育て支援会議委員 諮問事項について調査審議を尽くしている。

施策1

事業費（実績）

　
人
件
費
（

目
安
）

財
源

1,397,527

２
　
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

8,160,000

子ども未来部

子育て支援課

１　子どもたちの笑顔があふれるまちづくり

新規・継続

複数施策

まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン子どもたちの成長と発達を支援する環境づくり

安心して子どもを生み育てることができる環境づくり

1,823,028

2,514,000

子育て推進係

9,647,527

なし

0

0

144,000

4,337,028

0.3

0

1.0

実施計画

事業番号

0

8,844,850

8,250,000

0



(１)効果指標(評価の視点：この１年間、事務事業を行ったことによる効果の変動はどうだったか）

(２)費用対効果(評価の視点：実施方法などを見直して、事業費や人件費を縮減することができたか)

(３)指標の達成状況の評価

（２）　費用対効果

（1） 向上 維持 低下

A B D

C E G

F H I

(4)効率性評価（さらに費用対効果の向上を図るためにできることは何か。成果を下げずに事業費を削減できないか。）

大きい

小さい

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート 7課題（3）を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）

(１)今後の取組（「６分析・評価　及び　７課題」を踏まえた具体的な改革・改善案など）

　E：効果指標・費用対効果が共に維持

維持 　D：効果指標が向上・費用対効果が低下　

5
　
市
民
協
働

市民協働の取組 取組手法：⑧

取り組んだ 【取組手法の種類】
①共催　②実行委員会・協議会　③事業協力　④事業委託　⑤補助・助成
⑥情報提供・情報交換（広報媒体：　　）⑦後援・場の提供　⑧その他（市長の附属機関）取り組まない

令和５年度に向け、さらに適した協働の形態とするために　「考え」「気付いた」点

なし

成果ランク 成
果
ラ
ン
ク
の
説
明
と
方
向
性

　A：効果指標・費用対効果が共に向上

（仮）第二期子ども・子育て未来プランの策定に向けて、令和５年度はニーズ調査の実施方法等の検討を行
う。

不可能

説明：
前年度同様に費用対効果を意識して実施した。

説明：
この事業は「子どもたちの成長と発達を支援する環境づくり」に寄与する。今後も市民や教育関係
者の視点から意見をいただき、未来を担う子どもたちを産み育てるための環境づくりを推進する必
要がある。

「東大和市子どもと大人のやくそく（東大和市子ども・子育て憲章）」の啓発活動には、引き続き小中学校
他子育てに関わる市内事業者との連携が必要となる。

前年度に作成した子ども版解説編を小中学校（全生徒）へ配布したほか、イラスト入りマスクケースを作成
し、中学校新１年生等へ配布した。

（仮）第二期子ども・子育て未来プランの策定に向けた検討

説明：
既に事業費削減の手段を尽くしているため

６
　
分
析
・
評
価

見直す余地がある

見直す余地はない

(5)休止・廃止した場合の影響(評価の視点：第五次基本計画の施策を実現するための手段として考える。）

向上 説明：
定量的な効果指標を設定できないため、評価することはできないが、前年度同様に会議を５回開催し、答
申を行った。

維持

低下

低下

７
　
課
　
題

　C：効果指標が維持・費用対効果が向上

8
 

今
後
の
方
向
性

　G：効果指標が維持・費用対効果が低下　※

（評　価） 　B：効果指標が向上・費用対効果が維持

効
果
指
標

向上

E

低下

※
(１)の効果指標と（２）の費用対効果が交わった
ところが、G、Hのときは、縮小・休止を含めた
要改革を検討し、I　のときは廃止を検討する。

維持

向上

　F：効果指標が低下・費用対効果が向上

　H：効果指標が低下・費用対効果が維持　※

　Ｉ：効果指標・費用対効果が共に低下　　※



記入日

事業名称

部 係

課 課長名

総合計画（輝きプラン）における位置づけ

51 ページ

━ 1 あり

1 該当

2 ページ

3 該当

法定受託事務 市の実施が義務付けられているもの（上乗せなし）

課内庶務等 休止したもの 廃止したもの

款 3 項 2 目 1 10

4 年度 不詳 230 ページ 新規

対象：誰を、何を対象としているか 目的：対象をどのような状態にしたいのか

活動内容：どのような手段で行ったのか 実績：事業を実施した結果「対象」にどのような変化があったか

事業のコスト（実績） 単位

円

一般財源 円
特定財源 （国・都・他） 円

（うち受益者負担） 円

所要人数（再任用以外） 人

所要人数（再任用） 人

職員人件費（再任用以外） 円

職員人件費（再任用） 円

事業費+人件費 円

(１)令和４年度に課題とした内容（「令和３年度に実施した仕事」の振返りシート ４課題を転記）

(２)(１)の課題解決に向けた取組や事務改善など、令和４年度に実施したこと

(３)(2)を踏まえた今後の課題（仕事の最適化・合理化の提案）※廃止したものを除く

(１)仕事の方向性、今後の取組　※廃止したものを除く

(２)上記の取組にあたり、克服すべき問題点、必要な調整・準備等　※廃止したものを除く

子育て推進係

子育て支援課 新海　隆弘

１　子どもたちの笑顔があふれるまちづくり 第五次基本計画

「令和４年度に実施した仕事」の振返りシート（B：裁量無・その他）

１
　
基
本
情
報

担当部署

子ども未来部

施策1

会　計 一般会計

基本施策

施     策

事業種別

予算科目

開始年度

実施の根拠
(法令・要綱等)

子育て世帯生活支援特別給付金事業費

〔子育て世帯生活支援特別給付金事業〕

複数施策

展開方向

安心して子どもを生み育てることができる環境づくり 重要施策

子どもたちの成長と発達を支援する環境づくり まち・ひと・しごと創生
総合戦略アクションプラン

支援や配慮を必要とする子どもたちを支える環境づくり 実施計画

子育て支援

事業番号

令和 行政報告書 新規・継続

令和４年度東大和市子育て世帯生活支援特別給付金支給事業実施要綱

２
事
業
概
要
・
目
的
・
活
動
・
実
績

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、心身等に特に大きな困難を抱えている低所得の子
育て世帯に対し、臨時的な支援として給付金の支給を行う

ひとり親・低所得の子育て世帯
対象となる子育て世帯の生活の一助となるよう給付金を支給
する

児童一人当たり５万円の支給
新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、心
身等に特に大きな困難を抱えている低所得の子育て世帯への
一助となることができた

事業概要

財
源

50,908

91,000,000

0

0

　
人
件
費
（

目
安
）

1

0

8,160,000

0

0 91,050,908

　令和５年4月１日

0 0 99,210,908

５
今
後
の
方
向
性

４
　
課
　
題

令和４年度単年度事業

３
 

経
　
費

令和２年度 令和３年度 令和４年度

事業費（実績）


